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第１章 計画策定の趣旨等

１ 計画の位置付け

（１）趣旨

本県ではこれまで、高齢者福祉・介護保険に関する施策について、３年ごとに策定する

「群馬県高齢者保健福祉計画」に基づき、推進してきました。

第６期計画（計画期間：平成27～29年度）では 「高齢者の誰もが住み慣れた地域で安、

心して暮らせる地域づくり」を基本目標として、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で暮

らし続けられるよう、そのニーズに応じたサービスを切れ目なく提供できる体制「地域包

括ケアシステム」の構築を目指し、高齢者の暮らしを支える地域づくりに取り組んできま

した。

本県の65歳以上人口は平成28年(2016)10月に55万人を超え、４人に１人以上が高齢者と

いう本格的な超高齢社会を迎えています。いわゆる団塊の世代が75歳以上となる平成37年

(2025)には、高齢者人口は58万２千人となり、一人暮らし高齢者や認知症高齢者などの急

増も見込まれています。

今後も引き続き高齢者の増加が見込まれる地域が多い一方で、高齢者も含めて人口全体

が減少に転じる地域が出てきていること、多様な介護基盤整備により要介護高齢者の選択

肢が広がったことなどから、より一層地域の実情に応じた介護サービスの提供体制が必要

となっています。

こうした中、平成29年(2017)６月に、地域包括ケアシステムの深化・推進と介護保険制

度の持続可能性の確保を目指した「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の

一部を改正する法律」が公布され、引き続き、持続可能な社会保障制度の確立を図るため

の改革が進められています。

平成37年(2025)までの間に、県・市町村は、介護給付サービスの重点化・効率化を図り

ながら、各地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進を目標として、介護サ

ービス及び生活支援サービス等の充実、高齢者の自立支援、介護予防・重度化防止、在宅

医療・介護連携の推進、認知症施策や介護人材確保の方策に取り組んでいく必要があります。

このため、第７期計画では、第５期で開始した地域包括ケア実現のための方向性を継承

し、市町村が実施する認知症施策への支援等を充実させながら中長期的な視野に立った施

策の展開を図るものとなります。また、第６期から第９期までの段階的な充実の方針とそ

の中での第７期の位置付けを明らかにし、第７期の目標と具体的な施策を明らかにするこ

とが求められています。

よって、この第７期群馬県高齢者保健福祉計画（以下「この計画 ）は、第６期計画に」

引き続き「地域包括ケア計画」と位置付け、平成37年(2025)に向けて、現在の高齢者を取

り巻く状況と県内地域の特性を踏まえ、市町村が策定する計画の自主性・自立性を尊重し

ながら、市町村間のサービス格差が生じないよう、県全体を展望し、本県の将来を見据え

た持続性のある施策を推進していくために策定したものです。



- 2 -

（２）性格

この計画は、老人福祉法第20条の９の規定により策定する都道府県老人福祉計画及び介

護保険法第118条の規定により策定する都道府県介護保険事業支援計画を一体的に策定し

たもので、本県における高齢者の保健・福祉に関する基本計画となるものです。

高齢者施策を推進していく方向性や具体的施策を示すとともに、計画期間中における介

護保険サービスの見込み量や施設整備の目標数を設定し、これらを円滑に推進していくた

めの方策を明らかにするものです。

また、高齢者福祉行政及び介護保険行政の推進にあたり、市町村の域を超えた広域的な

調整を図る観点から、市町村が策定する老人福祉計画・介護保険事業計画との調整や目標

達成に向けた市町村への支援を目的としています。

（３）位置付け

この計画は、第15次群馬県総合計画「はばたけ群馬プランⅡ （平成28年３月策定）の」

個別計画であり 「福祉分野」の最上位計画である「群馬県福祉プラン （平成27年３月策、 」

定）の下位計画に位置付けるとともに、群馬県保健医療計画、群馬県医療費適正化計画及

びぐんま高齢者あんしん住まいプラン等、高齢者の医療、保健、福祉及び住まいに関する

事項を定めた県計画等との調和を図るものとします。

なお、この計画と併せて、本県の元気高齢者施策の指針となる「第３期ぐんま元気・活

躍高齢者プラン」を策定します。

これは、県の各部局が行う高齢者の就労支援、生涯学習、健康づくりなど、各分野の施

策を体系的に取りまとめるもので、この計画と車の両輪として本県の高齢者施策を推進し

ていくこととします。
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２ 計画期間

平成30年度(2018)から32年度(2020)までの３か年とします。

３ 計画の策定体制

この計画の策定に当たっては 「群馬県高齢介護施策推進協議会」を設置し、福祉・医、

療・介護・NPO等関係団体、市町村、学識経験者などの委員による幅広い意見を反映させ

ています。

また、庁内組織「地域包括ケア推進に係る庁内連絡会議」において「地域包括ケアシス

テム」の深化・推進に向け幅広く意見交換を行うとともに、県民意見提出制度（パブリッ

ク・コメント）により、広く県民の方々からも意見を募集し、反映させています。
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４ 高齢者保健福祉圏域の設定

介護保険法第118条第２項第１号及び老人福祉法第20条の９第２項第１号に基づき県が

定める区域を下表のとおり設定し、これを「高齢者保健福祉圏域」とします。

、 、 、なお 高齢者保健福祉圏域の設定に当たっては 保健医療サービスとの連携を図るため

群馬県保健医療計画（平成30年(2018)３月策定予定）において設定する二次保健医療圏と

一致させています。

［高齢者保健福祉圏域の概要］

圏 域 名 人口 うち高齢者人口 高齢化率 構成市町村

前橋市前 橋 人 人 ％

334,715 94,626 28.9

高崎市、安中市高崎安中 427,193 120,969 28.5

渋川市、榛東村、吉岡町渋 川 112,450 33,792 30.2

藤岡市、上野村、神流町藤 岡 67,651 21,248 31.5

富岡市、下仁田町、南牧村、甘楽町富 岡 70,561 24,603 35.0

、 、 、 、 、吾 妻 54,724 20,280 37.1 中之条町 長野原町 嬬恋村 草津町 高山村

東吾妻町

沼田市、片品村、川場村、昭和村、みなかみ町沼 田 81,030 27,600 34.2

伊勢崎市、玉村町伊 勢 崎 246,364 60,003 24.6

桐生市、みどり市桐 生 161,958 52,958 32.8

太田市、館林市、板倉町、明和町、千代田町、太田館林 401,969 105,257 26.3

大泉町、邑楽町

合 計 1,958,615 561,336 28.9 (35市町村)

注：人口は平成29年10月１日現在、高齢化率は年齢不詳の数を除いて算出

資料：群馬県年齢別人口統計調査(群馬県統計課)
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第２章 高齢者の現状と将来推計

１ 高齢者人口の増加

（１）平均寿命・余命の延び

平成27年(2015)の群馬県における平均寿命は、男性が80.61歳、女性では86.84歳となっ

ています。

昭和40年(1965)と比較すると、男性13.27歳、女性14.46歳の延びとなっており、男女と

もに10年以上の長寿となっています。

また、65歳時における平均余命は、男性が19.31年、女性では24.08年となっており、昭

和40年(1965)と比較すると、男性で7.41年、女性で9.66年延びており、老後を過ごす期間

も長くなっています。

（単位：年）［平均寿命・余命の延び（群馬県 ］）

昭和40年(1965) 平成27年(2015) 伸び

男 性 67.34 80.61 ＋13.27

平均寿命 女 性 72.38 86.84 ＋14.46

男女差 5.04 6.23 －

男 性 11.90 19.31 ＋ 7.41
平均余命
(65歳時) 女 性 14.42 24.08 ＋ 9.66

男女差 2.52 4.77 －

資料：都道府県別生命表（厚生労働省）

（２）高齢化率の上昇

平均寿命の延びと比例して、高齢者人口は年々増加する一方、合計特殊出生率(*)は低

下しているため、若年層の人口は減少を続けています。

、 （ ）人口の減少と高齢者の急増が重なることにより 人口に占める高齢者の割合 高齢化率

は急速に上昇し、世界に例のないスピードで高齢化が進んでいます。
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［合計特殊出生率・高齢化率の推移（群馬県 ］）

＊合計特殊出生率：一人の女性が一生に生む子どもの数

（３）人口構造の変化

我が国の総人口は、平成28年(2016)10月１日現在、約１億2,700万人となっています。

そのうち65歳以上の高齢者人口は、過去最高の約3,460万人に上り、総人口に占める割合

（高齢化率）は27.3％となっており、４人に１人以上が高齢者となっています。

なお、本県の総人口は、約196万人であり、そのうち65歳以上人口は約55万人で、高齢

化率は28.1％となっています。

我が国の高齢化は、今後も早いスピードで進み、いわゆる「団塊の世代」が75歳以上と

なる平成37年(2025)には本県の高齢者人口は約58万２千人で、高齢化率は31.3％になると

推計されています。

また、平成28年(2016)の本県における15～64歳の生産年齢人口に対する65歳以上の高齢

者人口の比率（老年人口指数）は、47.9％になっており、この比率は年々増加していま

す。これは、生産年齢人口の2.1人で１人の高齢者を支えていることになり、昭和35年(1960)

当時の４分の１にまで低下しています。

今後もさらに低下することが予測され、現役世代の負担はさらに増していくことになり

ます。

このようなことから、現役世代だけでなく、高齢者自身も健康状態に応じて支える側と

して活躍することに大きな期待が寄せられています。
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［人口構造の変化（全国・群馬県 ］）

全 国 群馬県

区 分
平成28年 平成37年 平成28年 平成37年
（2016） （2025） （2016） （2025）

総 人 口 (a) 126,933千人 122,544千人 1,967千人 1,858千人

生産年齢人口 (b) 76,562千人 71,701千人 1,152千人 1,068千人

65歳以上人口 (c) 34,591千人 36,771千人 552千人 582千人

高 齢 化 率 (c/a) 27.3％ 30.1％ 28.1％ 31.3％

高齢者１人を支える
2.3人 2.0人 2.1人 1.8人

現役世代の人数(b/c)

資料：平成28年は総務省人口推計及び群馬県年齢別人口統計調査（群馬県統計課）

平成37年は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 （平成29年4月推計）及び「日本の地域別」

将来推計人口 （平成25年3月推計）」

さらに、平成37年(2025)までの10年間の各圏域ごとの後期高齢者の人口推計をみると、

僅かな増加にとどまる圏域がある一方、高崎安中圏域や太田館林圏域のように約２万人の

増加が見込まれる圏域もあり、地域ごとの状況には大きな差が生じます。

［圏域別75歳以上人口推移］

75歳以上人口（人）
圏 域 名

平成27年(2015) 平成32年(2020) 平成37年(2025)

前 橋 45,538 51,650 59,907

高崎安中 56,785 65,133 76,519

渋 川 16,262 17,902 20,710

藤 岡 10,147 11,157 12,917

富 岡 12,954 13,433 14,958

吾 妻 11,133 11,353 12,145

沼 田 14,847 15,008 16,304

伊 勢 崎 26,520 30,509 36,560

桐 生 24,910 27,640 31,292

太田館林 42,569 50,860 62,604

合 計 261,665 294,645 343,916

資料：日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）
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資料：日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

２ 要援護高齢者の増大

、 （ ） 、 、 、高齢者人口の増加に伴い 要介護 支援 高齢者 認知症高齢者 一人暮らし高齢者等

日常生活を送る上で何らかの支援や介護を必要とする「要援護高齢者」やそのような状態

になる危険性の高い高齢者も確実に増えています。

高齢になればなるほど 「要援護高齢者」となる可能性は高まっていきます。今後も高、

齢化は進み、いわゆる「団塊の世代」がすべて75歳以上の高齢者となる平成37年(2025)以

降、高齢者に占める「要援護高齢者」の割合が急速に高まることが予想されます。
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（１）要介護（要支援）認定者等

本県の要介護（要支援）認定者の数は、平成32年(2020)には、約10万５千人となり、ま

た平成37年(2025)には約11万５千人となることが予想されています。

区 分 平成28年 平成32年 平成37年
(2016) (2020) (2025)

群馬県の総人口 1,966,587人 1,920,000人 1,858,000人

65歳以上人口 552,098人 578,000人 582,000人

75歳以上人口 267,006人 295,000人 344,000人

（65歳以上人口比率） （28.3％） （30.1％） （31.3％）

（75歳以上人口比率） （13.7％） （15.3％） （18.5％）

65歳以上の要介護等認定者数 94,136人 105,206人 115,878人

75歳以上の要介護等認定者数 82,003人

（65歳以上人口に占める割合） （17.1％） （18.2％） （19.9％）

（75歳以上人口に占める割合） （30.7％）

注： 人 口 ：平成28年度は群馬県年齢別人口統計調査（群馬県統計課）
平成32,37年度は日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・人口問題研究所）

認定者数：平成28年度は介護保険事業状況報告（年報：暫定値 、平成32,37年度は市町村推計値の集計）
平成28年度の65歳以上人口比率は、年齢不詳の数を除いて算出

（２）認知症高齢者

群馬県の認知症高齢者は、厚生労働科学研究の速報値から推計すると、平成27年(2015)

は８万人以上と推計されており、平成37年(2025)には11万人以上になると予想されます。

［ ］ （ ）認知症高齢者数の推計 単位：万人

全 国 群 馬 県

平成27年 32年 37年 42年 27年 32年 37年 42年区 分
（ ）（ ）（ ） （ ） （ ）（ ）（ ） （ ）2015年 2020 2025 2030 2015 2020 2025 2030

517 602 675 744 8.5 9.9 11.1 12.1各年齢の認知症有病

(15.7%) ) (19.0%) (20.8%) (15.7%) ) (19.0%) (20.8%)率が一定の場合の推 (17.2% (17.2%
計人数／(率)

525 631 730 830 8.7 10.4 12.0 13.5各年齢の認知症有病

(16.0%) ) (20.6%) (23.2%) (16.0%) ) (20.6%) (23.2%)率が糖尿病有病率の (18.0% (18.0%
上昇に伴い上昇する

場合の推計人数／(率)

資料： 日本における認知症の高齢者人口の将来推計に関する研究 （平成26年度厚生労働科学研究費補助金特別「 」

研究事業 九州大学二宮教授）による速報値（平成27年1月公表）

注：・群馬県の数値は、全国の出現率を準用

・65歳以上人口は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口 （平成24年1月推計）及び」

「日本の地域別将来推計人口 （平成25年3月推計）による」

・カッコ内は65歳以上人口に対する率

・各年齢の認知症有病率が上昇する場合の推計人数は、平成24年以降も糖尿病有病率の増加により認知症有

病率が上昇すると仮定した場合のもの



- 10 -

（３）一人暮らし高齢者・高齢者の夫婦のみ世帯

群馬県の一人暮らし高齢者数は年々増え続け、平成28年(2016)６月１日現在ではおよそ

６．５万人となっています。

そのうち、日常生活に支障のある人の割合は１割弱となっていますが、その人数は少し

ずつ上昇しています。

また、高齢者の夫婦のみ世帯も増え続けており、平成27年(2015)10月１日現在では高齢

者の夫婦のみの世帯が約８万１千世帯あり、全体（世帯総数）の約１割、高齢者を含む世

帯の２割強にあたります。

［群馬県の一人暮らし高齢者数］

平成25年(2013) 平成28年(2016) 増加率区 分

一 人 暮 ら し 高 齢 者 数 (a) 57,398人 65,383人 13.91％

日常生活に何らかの支障がある (b) 5,213人 5,490人 5.31％

日常生活に支障のある人の割合 (b/a) 9.08％ (8.40％) －（ ）

資料：ひとり暮らし高齢者基礎調査（群馬県介護高齢課）

［高齢者の夫婦のみの世帯（群馬県 ］）

高齢者を含む区 分 平成27年 世帯総数に
世帯に占める割合(2015) 占める割合

世帯総数 772,014 － －

高齢者を含む世帯 343,196 44.5％ －

高齢者の夫婦のみの世帯 81,354 10.5％ 23.7％

資料：総務省「国勢調査 （平成27年）」
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、 （ ）［ ］一人暮らし高齢者が日常生活や地域のことで不安に感じていること 単位：人 ％ 複数回答あり

資料：平成28年度ひとり暮らし高齢者基礎調査（群馬県介護高齢課）

［参考（総務省「国勢調査 ］」）

区 分 増加率平成22年 平成27年
(2010) (2015)

一 人 暮 ら し 高 齢 者 数 62,612人 79,885人 27.6％

３ 元気な高齢者の増加

健康上の問題で日常生活に影響のある高齢者の割合は男女ともに25％前後であり、高齢

者の多くは日常生活を問題なく送っており、健康であるといえます。

これまで高齢者を支えてきた、労働力の中核をなす生産年齢人口が減少し続けている状

況において、元気な高齢者には「支えられる側」ではなく「支える側」として活躍してい

ただくことが期待されています。

なお、本県の元気高齢者施策については 「第３期ぐんま元気・活躍高齢者プラン」を、

別途策定し、各部局の連携のもと総合的に推進します。

［高齢者の健康（全国 ］）

性 別 日常生活に影響のある者の割合

男 23.9 ％

女 27.7 ％

＊厚生労働省「国民生活基礎調査 （平成28年 、百分率に換算」 ）
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第３章 介護保険制度の現状

１ 被保険者・要介護者等の推移

（１）被保険者・要介護者等の数

第１号（65歳以上）の被保険者数は、制度創設から現在までの17年余りの間に、約

1.5倍となり、その半数が75歳以上となっています。

また、要介護（要支援）認定者数は約2.9倍となっており、第１号被保険者数の増加率

を大きく上回っています。

その内訳を年齢別に見ると、65～74歳の伸びが約1.9倍であるのに対して、75歳以上の

伸びは約3.1倍になっています。

第１号被保険者に占める要介護（要支援）認定者数の割合は、8.8％から17.0％と8.2ポ

イント上昇しています。特に、75歳以上の割合は17.3％から31.0％になり、13.7ポイント

上昇しています。

（２）要介護度別認定者数の推移

要介護度別に認定者数の推移を見ると、軽度者（要支援と要介護１の者）の伸びが大き

く、平成12年度(2000)の3.8倍となっており、中重度者（要介護２～５の者）の2.4倍を大

幅に上回っています。

また、軽度者は認定者全体に占める割合についても増えており、平成12年度(2000)の34％

から平成28年度(2016)には45％となっています。

被保険者数等の推移］［

平成12年(2000)４月末 平成29年(2017)３月末 H12年比
区 分

（Ａ） 構成比 （Ｂ） 構成比 （H12=100）

362,594 100.0% 555,000 100.0% 153.1第１号 65歳以上 被保険者数 ①（ ） （ ）

210,004 57.9% 285,749 51.5% 136.165～74歳（① ）’

152,590 42.1% 269,251 48.5% 176.575歳以上（① ）”

33,120 100.0% 96,312 100.0% 290.8要介護（要支援）認定者数

31,998 96.6% 94,136 97.7% 294.2第１号被保険者（②）

65～74歳（② ） 5,632 17.0% 10,778 11.2% 191.4’

75歳以上（② ） 26,366 79.6% 82,003 86.5% 316.2”

1,122 3.4% 2,176 2.3% 193.9第２号（40～64歳）被保険者

8.8% 17.0%認定率（②／①）

2.7% 3.8%65～74歳（②’／① ）’

17.3% 31.0%75歳以上（②”／① ）”

資料：介護保険事業状況報告（月報）
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資料：介護保険事業状況報告（月報）

２ 介護サービスの利用状況

（１）サービス利用者の数

、 。居宅サービス 施設サービス及び地域密着型サービスのすべてで利用者が増えています

制度発足後、17年余りの間に居宅サービス利用者は約3.3倍、施設サービス利用者は約1.8

倍に増加しました。

なお、サービス別利用者の構成割合については、居宅サービス利用者は上昇し、地域密

着型サービス利用者も増えていますが、施設サービス利用者は低下しています。

［サービス利用者（受給者）の数］

平成12年(2000)４月 平成29年(2017)３月 H12年比
区 分

利用者数 構成比 利用者数 構成比 （H12=100）

居 宅 サ ー ビ ス 17,064人 66.0% 56,530人 66.8% 331.3

地域密着型サービス ※ - 11,906人 14.1% -

施 設 サ ー ビ ス 8,771人 34.0% 16,157人 19.1% 184.2

計 25,835人 100.0% 84,593人 100.0% 327.4

資料：介護保険事業状況報告（月報）
※：平成18年度から開始されたサービス
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（２）介護保険事業費の状況

介護保険サービスの総費用(*1)は、平成12年度(2000)からの16年間で約2.7倍となって

おり、約1,000億円増加しています。

サービス別費用額の割合を見ると、居宅サービスの割合は、平成12年度(2000)には約35

％だったものが平成28年度(2016)には約49％に増加した一方で、施設サービスの割合は、

約65％から約34％へ相対的に減少しています。

また、平成18年度(2006)の制度改正で創設された地域密着型サービスも約16％を占め、

増加傾向を示しています。

（単位：千円）［費用額の推移］

平成12年度(2000) 平成28年度(2016) H12年度比
区 分

費用額 構成比 費用額 構成比 （H12=100）

居 宅 サ ー ビ ス 19,879,740 35.2% 77,423,389 49.4% 389.5

地域密着型サービス ※ - 25,733,415 16.4% -

施 設 サ ー ビ ス 36,617,197 64.8% 53,577,761 34.2% 146.3

計 56,496,937 100.0% 156,734,565 100.0% 277.4

資料：介護保険事業状況報告（年報 （平成28年度は暫定値））
※：平成18年度から開始されたサービス

保険者（市町村）から事業者に支払われる保険給付（９割又は８割分）と、利用者が支払う自己負担（１割又は２割分）の合計*1
（ただし、特定入所者介護サービス費、高額介護サービス費及び高額医療高額介護合算サービス費を除く。）
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（３）居宅(介護予防)サービスの利用状況

訪問入浴介護を除き、すべての居宅サービスで利用量が増加しています。

また、要支援者に係るサービスについては、平成18年(2006)４月の制度改正により、新

たに介護予防サービスとして区分されましたが、その利用量は、年々増加しています。

［サービス種類別の利用量（居宅（介護予防）サービス ］）

平成12年度 平成28年度 H12年度比
（H12=100）(2000) (2016)

3,042,831 393.5訪 問 介 護 回／年 773,078

80.9訪問入浴介護 回／年 51,786 41,941

居 417.8訪 問 看 護 回／年 150,590 629,266

宅 4615.3訪問リハビリテーション 回／年 2,650 122,307

サ 6,203 307.5居 宅 療 養 管 理 指 導 人／月 2,017

439.8

ー

通 所 介 護 回／年 737,365 3,242,951

ビ 130.9通所リハビリテーション 回／年 508,154 665,428

ス 452.2短 期 入 所 サ ー ビ ス 日／年 206,338 933,142

1,991 1010.6特定施設入居者生活介護 人／月 197

3,750 1010.7福 祉 用 具 貸 与 百万円 371

特定福祉用具購入 百万円 －－ 137

居 宅 介 護 支 援 20,804 40,173 193.1人／月

平成18年度 平成28年度 H18年度比
（H18=100）(2006) (2016)

3,701 143.6介 護 予 防 訪 問 介 護 人／月 2,577

167.3介護予防訪問入浴介護 回／年 199 333
介

1307.0介 護 予 防 訪 問 看 護 回／年 7,714 100,825
護

3292.9介護予防訪問リハビリテーション 回／年 756 24,895
予

331 341.2介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 人／月 97
防

4,710 197.2介 護 予 防 通 所 介 護 人／月 2,388
サ

2,530 295.2介護予防通所リハビリテーション 人／月 857ー

227.6介 護 予 防 短 期 入 所 サ ー ビ ス 日／年 6,130 13,957
ビ

266 248.5介護予防特定施設入居者生活介護 人／月 107
ス

341 568.3介護予防福祉用具貸与 百万円 60

42 300.0特定介護予防福祉用具購入 百万円 14

介護予防支援 5,460 12,764 233.7人／月

資料：介護保険事業状況報告（年報 （平成28年度は暫定値））
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（４）地域密着型(介護予防)サービスの利用状況

平成18年(2006)４月の制度改正で創設された地域密着型サービスでは、認知症対応型通

所介護、小規模多機能型居宅介護、認知症対応型共同生活介護は利用量が増加しており、

夜間対応型訪問介護のサービス提供はない状況です。

なお、平成18年(2006)４月の制度改正により、居宅サービスと同様に、要支援者に係る

サービスについては、地域密着型介護予防サービスとして区分されました。

（５）施設サービスの利用状況

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）の利用者が大幅に増加していますが、介護老

人保健施設では小幅な増加に、また、療養病床の再編成に伴って廃止されることになって

いる介護療養型医療施設については平成16年度(2004)以降年々減少しています。

そして重度者（要介護４及び５の者）について、施設サービス全体で利用者数の合計が

増加し、すべての種類の施設においての利用割合が増加しています。

［サービス種類別の利用量（地域密着型（介護予防）サービス ］）

平成18年度 平成28年度 H18年度比
（H18=100）(2006) (2016)

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人／月 ※１ 163 －
地

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 人／月 ※２ 0 －域
密
着 地 域 密 着 型 通 所 介 護 回／年 ※３ 625,763 －
型

280.2

（

認知症対応型通所介護 回／年 40,575 113,713
介
護 4833.3小規模多機能型居宅介護 人／月 39 1,885
予
防 139.4認知症対応型共同生活介護 人／月 2,099 2,927）

地域密着型特定施設入居者生活介護 人／月 ※１ 47 －サー

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 人／月 ※１ 1,048 －ビ
ス

複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護） 人／月 ※２ 158 －

介護予防認知症対応型通所介護 580 2,098 361.7回／年

介護予防小規模多機能型居宅介護 2 160 8000.0人／月

介護予防認知症対応型共同生活介護 8 12 150.0人／月

資料：介護保険事業状況報告（年報 （平成28年度は暫定値））
※１：平成24年度から開始されたサービス
※２：平成19年度から開始されたサービス
※３：平成28年度から開始されたサービス
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資料：群馬県介護保険事業状況報告（月報）

［施設種類別の利用者数］

平成12年(2000)４月 平成29年(2017)３月 H12年比
区 分

利 用 者 数 利 用 者 数 （H12=100）

介護老人福祉施設 4,039 9,490 234.9

介護老人保健施設 3,937 6,245 158.6

介護療養型医療施設 795 453 59.9

計 8,771 16,157 184.2

注：平成28年3月については、同一利用者による区分間の移動（利用施設の変更）があるため、各区分の合計と
計（実利用者数）とは一致しない。

資料：介護保険事業状況報告（月報）

［施設種類別の重度者の割合］

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設
区 分

H12.4 H29.3 H12.4 H29.3 H12.4 H29.3

利用者数 4,057 9,490 3,962 6,245 803 453

うち重度者 要介護４ ５ 2,170 6,936 1,630 2,722 554 393（ 、 ）

53.5% 73.0% 41.1% 43.5% 69.0% 86.7%割合

資料：介護保険事業状況報告（月報）



- 18 -

３ 本県の介護保険サービスの特徴（全国平均との比較）

本県のサービス利用量（第１号被保険者一人あたりの介護サービス費用）を全国平均と

比較すると、サービス全体では平均とほぼ同じとなっています。

サービス種別に見ると居宅 介護予防 サービスでは 短期入所生活介護・療養介護 老（ ） 、 （

健）や通所介護などの通所系サービスで平均を上回っており、訪問介護・訪問看護などの

訪問系サービス等では下回っています。

地域密着型サービスでは、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅介護）と小規模多

機能型居宅介護が平均を大きく上回り、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が上

回っていますが、他のサービスでは下回っています。なお、本県では夜間対応型訪問介護

のサービスの利用はありません。

また、施設サービスでは、介護老人福祉施設と介護老人保健施設が平均をやや上回り、

介護療養型医療施設は下回っています。

（単位：円）［平成27年度 群馬県におけるサービス利用量状況（対全国平均比 ］）

全国比
区 分 全国平均 群馬県

（全国平均＝100）

サービス全体 280,556 282,360 101

居宅（介護予防）サービス 153,356 150,715 98

地域密着型（介護予防）サービス 33,363 35,144 105

施 設 サ ー ビ ス 93,836 96,500 103

［居宅（介護予防）サービス利用量状況］
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［地域密着型（介護予防）サービス利用量状況］

［施設サービス利用量状況］

注：第１号被保険者１人あたりの介護サービス費用の平均を指数化し、サービスごとにレーダーチャート化したもの。

（全国平均＝１）
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４ 介護サービス基盤の整備状況

（１）居宅(介護予防)サービス事業者の指定状況

多くの居宅（介護予防）サービスにおいて指定事業者は増加しており、基盤整備は着実

に進んでいます。

特に、通所介護（デイサービス）や特定施設入居者生活介護事業者は大幅に増えています。

（２）地域密着型(介護予防)サービス事業者の指定状況

平成28年(2016)に利用定員18人以下の小規模な通所介護が地域密着型サービスに移行さ

れたほか、認知症対応型共同生活介護（グループホーム）や小規模多機能型居宅介護など

が増加し、地域密着型サービスの基盤整備は着実に進んでいます。平成24年(2012)に創設

された、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、複合型サービス（看護小規模多機能型居宅

介護）についても、徐々に整備が進んでいますが、なお不十分な状況にあります。

［居宅サービス（介護予防サービス）事業者の指定状況］
Ｈ12年比

区 分 平成12年4月1日 平成26年4月1日 平成29年4月1日
（H12=100）

訪 問 介 護 234 所 522 所 531 所 226.9

訪問入浴介護 64 所 40 所 33 所 51.6

訪 問 看 護 406 所 368 所 422 所 103.9

居 訪問リハビリテーション 154 所 138 所 150 所 97.4

宅 居 宅 療 養 管 理 指 導 1,247 所 1,633 所 1,838 所 147.4

サ 通 所 介 護 143 所 854 所 616 所 430.8

通所リハビリテーション 93 所 190 所 195 所 209.7ー

ビ 短 期 入 所 生 活 介 護 82 所 210 所 241 所 293.9

ス 短 期 入 所 療 養 介 護 96 所 97 所 108 所 112.5

特定施設入居者生活介護 6 所 61 所 65 所 1,083.3

福 祉 用 具 貸 与 53 所 107 所 121 所 228.3

特 定 福 祉 用 具 販 売 （※）90 所 103 所 113 所 125.6

介護サービス計 2,578 所 4,323 所 4,433 所 172.0

居宅介護支援 381 所 710 所 781 所 205.0

Ｈ18年比
区 分 平成18年4月1日 平成26年4月1日 平成29年4月1日

（H18=100）

介 護 予 防 訪 問 介 護 378 所 515 所 524 所 138.6

介護予防訪問入浴介護 55 所 33 所 27 所 49.1

介 介 護 予 防 訪 問 看 護 325 所 364 所 414 所 127.4

護 介護予防訪問リハビリテーション 116 所 138 所 148 所 127.6

予 介 護 予 防 居 宅 療 養 管 理 指 導 1,496 所 1,618 所 1,810 所 121.0

防 介 護 予 防 通 所 介 護 368 所 824 所 929 所 252.4

サ 介護予防通所リハビリテーション 114 所 190 所 194 所 170.2

介 護 予 防 短 期 入 所 生 活 介 護 132 所 205 所 233 所 176.5ー

ビ 介 護 予 防 短 期 入 所 療 養 介 護 106 所 97 所 108 所 101.9

ス 介護予防特定施設入居者生活介護 30 所 58 所 62 所 206.7

介 護 予 防 福 祉 用 具 貸 与 98 所 104 所 119 所 121.4

特 定 介 護 予 防 福 祉 用 具 販 売 90 所 103 所 113 所 125.6

介護予防サービス計 3,308 所 4,249 所 4,681 所 141.5

注：指定数の中には、休止数を含み、廃止数は含まない。
※：特定福祉用具販売は、平成18年4月1日現在指定数。
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（３）介護保険施設等の整備

今後廃止予定の介護療養型医療施設を除き、入所・居住系の介護保険施設等の整備が順

調に進んでいます。

特に、介護老人福祉施設（広域型特別養護老人ホーム）及び地域密着型介護老人福祉施

設（地域密着型特別養護老人ホーム 、混合型特定施設の定員数が計画を上回って増加し）

ています。

［地域密着型サービス事業者の指定状況］

Ｈ18年比
区 分 平成18年4月1日 平成26年4月1日 平成29年4月1日

（H18=100）

◎地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0 所 98 所 11 所 -

夜 間 対 応 型 訪 問 介 護 0 所 0 所 2 所 -

地 域 密 着 型 通 所 介 護 0 所 0 所 350 所 -

認知症対応型通所介護 24 所 85 所 89 所 370.8

小規模多機能型居宅介護 0 所 254 所 111 所 -

認知症対応型共同生活介護 170 所 2 所 270 所 158.8

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 所 3 所 2 所 -

複合型サービス(看護小規模多機能型居宅介護) 0 所 2 所 8 所 -

◎地域密着型介護予防サービス

介護予防認知症対応型通所介護 24 所 83 所 87 所 362.5

介護予防小規模多機能型居宅介護 0 所 85 所 95 所 -

介護予防認知症対応型共同生活介護 170 所 251 所 268 所 157.6

介護予防支援 39 所 52 所 103 所 264.1

注：指定数の中には、休止数を含み、廃止数は含まない。
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［介護保険施設等の整備状況］
（単位：床）

平成26年 平成29年第６期計画期間中（H27～H29)の整備状況
度 末 の 度 末 の区 分
定 員 数 定 員 数Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 計

計画数 297 323 223 843
介 護 老 人 福 祉 施 設 9,347 10,500

実績数 28 399 726 1,153
（ ） （ ） （ ） （ ）

計画数 145 116 205 466
988 1,593地域密着型介護老人福祉施設

実績数 0 136 469 605
（ ） （ ） （ ） （ ）

計画数 100 172 100 372
介 護 老 人 保 健 施 設 6,525 6,763

実績数 20 100 170 290
（ ） （ ） （ ） （ ）▲52 ▲52

計画数 － － － －
介護療養型医療施設 601 485

実績数
（ ） （ ） （ ）（ ）▲74 ▲42 ▲116

計画数 0 0 0 0
介護専用型特定施設 112 172

（地域密着型含む。） 実績数 0 0 60 60
（ ） （ ） （ ） （ ）

計画数 72 210 20 302
混 合 型 特 定 施 設 2,718 3,317

実績数 20 107 476 603
（ ）（ ）（ ）（ ）▲4 ▲4

計画数 37 36 63 136
認知症対応型共同生活介護 3,124 3,259

実績数 18 162 180
（ ）（ ）（ ）（ ）▲9 ▲36 ▲45

※介護老人福祉施設及び地域密着型介護老人福祉施設には、一部ユニット型特養の分離による地域密着型移行
分や地域密着型施設の増床による広域型への移行分は加味していない。

※介護老人保健施設には、介護療養型医療施設等からの転換分を含む。
※実績数の（）は廃止数
※H29年度は着工ベース（事業者選定済みを含む ）。
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５ 介護職員の状況

県内の介護サービス施設・事業所における介護職員数は、平成27年(2015)には31,352人

となっており、介護保険制度がスタートした平成12年(2000)と比較すると、約3.9倍に増

えています。

、 （ ） 、 。このうち 訪問介護員 ホームヘルパー は6,140人で 同様に約3.3倍となっています

［群馬県の介護職員数の推移］
（単位：人）

資料：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」 ただし、平成21年度(2009)以降は調査方法の変更等による回収

率変動の影響を受けているため、回収率で割戻し、補正した値を用いている。

６ 苦情処理等の状況

介護保険では、サービス等についての苦情を処理する仕組みが制度的に位置付けられて

おり、サービス事業者、居宅介護支援事業者、市町村、国民健康保険団体連合会等が利用

者からの苦情への対応を行っています。

また、苦情申立に至るほど問題が大きくならないうちに解決を図ることを目的として、

介護相談員をサービス提供の場に派遣をしている市町村もあります。
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群馬県国民健康保険団体連合会が扱った苦情は、平成28年度(2016)は、苦情申立と苦情

相談を合わせて232件でした。苦情申立の主なものは、①サービスの内容に関するもの、

②職員の対応、態度に関するもの、③事業者の説明不足によるものなどでした。

苦情・相談件数は、直近では増加傾向にあります。

７ 介護保険審査会

要介護認定、保険料の賦課徴収、保険給付等に係る市町村の行政処分について、不服が

ある場合は、県に設置された介護保険審査会に審査請求を行うことができることになって

います。審査は、法律の専門家、保健・医療・福祉の学識経験者等で構成された合議体で

公平・公正に行われています。

不服審査請求件数の推移と審査状況については、下表のとおりです。

（単位：件）［平成28年度における苦情・相談の状況］
区 分 件 数 サービス種類別の内訳

苦情申立 10 訪問介護・看護等(33)、通所介護・リハ等(27)、福祉用具・住宅改修(2)、

相 談 等 222 居宅介護支援(20)、短期入所生活介護(14)、介護保険施設(48)、

合 計 232 地域密着型(認知症対応型等)(1)、その他(87) 計232件

（単位：件）［苦情・相談の年度別推移］
区 分 H12 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

苦情申立 3 7 8 7 10 9 10 7 9 10 10

相 談 等 10 94 140 122 110 138 147 145 104 183 222

合 計 13 101 148 129 120 147 157 152 113 193 232

前年度比 - 86.3% 146.5% 87.2% 93.0% 122.5% 106.8% 96.8% 74.3% 170.8% 120.2%

（単位：件）［不服審査請求件数の年度別推移］

年度 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 計

件数 6 4 0 2 6 3 5 2 2 3 7 2 5 7 4 3 2 63

（単位：件）［審査状況（平成12～28年度 ］）

区 分 認 容 棄 却 却 下 取り下げ 計

保険料に関するもの 5 7 12

認定に関するもの 4 19 3 16 42

そ の 他 3 2 1 5 6

計 7 26 4 26 63
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８ 市町村の介護保険財政状況

市町村の介護保険財政は、歳入・歳出ともに年々増大しています。介護給付費の増加と

介護保険料の高騰などを背景に、各介護保険財政期間(３か年)で財政収支の不均衡が生じ

ている市町村もあります。県は、介護保険財政に不足が生じた市町村に対し、群馬県介護

、 、保険財政安定化基金(*1)から資金の貸付け等を行っていますが 借入れを行った市町村は

第１期が６団体、第２期は５団体、第３期は１団体、第４期は３団体、第５期は７団体で

したが、第６期（平成28年度(2016)まで）は貸付け等を行っていません。

また、第１号被保険者（65歳以上）の保険料収納は順調に行われており、収納率はほぼ

横ばいとなっています。

なお 一部の市町村では低所得者の保険料減免を行っていますが すべての市町村が 減、 、 「

免のための３原則」(*2)を遵守しています。

*1 市町村の介護保険特別会計に財政不足が生じた場合に「貸付 「交付」を行うため、県に設けられた基金」

*2 ①保険料の全額免除を行わない、②収入のみに着目した一律減免を行わない、③保険料減免分に対する一般財源

の繰入を行わない、の３原則をいう
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（単位：円）［介護保険特別会計経理状況（平成28年度保険事業勘定、県計 ］）

資料：介護保険事業状況報告（年報 （平成２８年度は暫定値））
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（単位：円）［第１号被保険者の介護保険料(基準額:月額)の状況］

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期
）(H12～14) (H15～17) (H18～20) (H21～23) (H24～26) (H27～29

群馬県 2,743 3,010 3,980 3,997 4,893 5,749

全 国 2,911 3,293 4,090 4,160 4,972 5,514

注：第１号被保険者数による加重平均月額
全国は都道府県の平均

［借入市町村数の推移］

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期区 分
(H12～14) (H15～17) (H18～20) (H21～23) (H24～26) (H27～29)

借入市町村数 １市２町３村 １市２町２村 １市 １市２村 ２市４町１村 なし
（借入当時）

注：第６期は平成28年度までの実績

（単位：百万円）［第１号保険料の収納状況（現年度分 ］）

区 分 H12 H19 H23 H24 H25 H26 H27 H28H20 H21 H22

収納すべき額 3,047 21,155 22,354 28,375 29,448 30,507 36,576 37,60321,725 21,937 22,040
（調定額：Ａ）

収納できた額 3,020 20,878 22,076 28,007 29,072 30,127 36,141 37,18321,427 21,637 21,763
（収納額：Ｂ）

収納率（Ｂ／Ａ） 99.1% 98.7% 98.8% 98.7% 98.7% 98.8% 98.8% 98.9%98.6% 98.6% 98.7%

資料：群馬県介護保険事業状況報告（年報 （平成28年度は暫定値））

［単独減免の実施市町村数］

区 分 単独減免実施（Ａ） うち３原則遵守（Ｂ） （Ｂ／Ａ）

平成28年 11団体 11団体 100.0%
群馬県

（平成14年） 12団体） （11団体） （91.7%）（

平成28年 497団体 453団体 91.1%
全 国

（平成14年） （431団体） （314団体） （72.9%）

注：平成28年4月1日現在・カッコ内は平成14年の数値


